
令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【総括表】） 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 620 651 △31 △ 4.8

(2)産業投資 35 20 15 75.0

うち 出　資 35 20 15 75.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

655 671 △16 △ 2.4

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 46,680 46,805 △126 △ 0.3

(2)産業投資 559 524 35 6.7

うち 出　資 559 524 35 6.7

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

47,239 47,330 △91 △ 0.2

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

754 695 59

15 10 5

217 106 111

217 223 △6

10 － 10

125 102 23

0 132 △132

160 112 48

10 10 －

海外業務への出資

区　　分

旅客船取得費

貨物船取得費

地域公共交通融資

都市鉄道融資

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

(内訳)

物流出資

物流融資

地域公共交通出資

 

資金計画 （単位：億円）

2,220 2,680 △460

655 671 △16

財政融資 620 651 △31

産業投資 35 20 15

政府保証 － － －

1,565 2,009 △444

一般会計補給金受入 0 0 －

運営費交付金 1 1 0

財投機関債 271 598 △327

民間借入金 148 219 △71

事業等収入 1,472 1,500 △29

その他 △327 △309 △18

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 



令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務を除く）】） 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 32 75 △43 △ 57.3

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

32 75 △43 △ 57.3

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 11,146 11,618 △472 △ 4.1

(2)産業投資 446 446 － 0.0

うち 出　資 446 446 － 0.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

11,592 12,063 △472 △ 3.9

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

－ － －

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

1,466 1,985 △519

32 75 △43

財政融資 32 75 △43

産業投資 － － －

政府保証 － － －

1,434 1,910 △476

財投機関債 271 598 △327

民間借入金 48 159 △111

貸付収入 559 592 △32

譲渡収入 536 538 △2

一般会計補給金受入 0 0 －

その他 20 23 △3

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

業務実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務を除く）】） 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

鉄道の整備には膨大な資金と長期の建設期間を必要とし、収支均衡までの期間が長期

に亘ることから、鉄道事業者による利用者負担を原資とした鉄道整備には限界があり、

投資環境の整備が必要である。このため、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構（以下、「機構」という。）が、財政融資資金等を活用して鉄道建設を行うことは、

公的金融機能「民間では担えないリスクの負担」としての機能を有していると考えられ

る。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

平成 13 年 12 月に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」において、国土交通

大臣の工事実施計画の指示を受けていた路線に限定された。そして、平成 30 年度末に

完成した小田急小田原線(2)をもって建設事業が完了したため、令和元年度以降は譲渡

事業のみを行っている。いずれも政策的に真に必要な業務に限定した上で事業を実施し

ている。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

鉄道は、一般国民に与える便益と国家経済に与える効果が極めて大きい社会資本であ

り、極めて広範囲にわたる多様かつ大規模な旅客流動に対応した施設として、国が積極

的な役割を担うことが適切であるとともに、鉄道整備の公的機関として機構が果たすべ

き役割は大きい。 

民鉄線の建設又は大改良工事については、平成 30 年度までに 30 路線､延べ 210.0km

の鉄道施設の工事が完了した。 

民鉄線の建設・大改良工事に関しては、国は鉄道事業者の経営に過度の負担を強いる

ことがないように、調達資金の利子相当額の一定割合について利子補給をしているが、

関係地方公共団体においても、鉄道が地元住民の主要な公共交通機関であることから、

国と同率の利子補給を行っており、国と地方の役割分担は適切に行われている。 

完成後の鉄道施設は、鉄道事業者に譲渡されるとともに、鉄道事業の用に供され、通

勤･通学の混雑緩和や到達所要時間の短縮など、鉄道利用者の利便性や快適性の著しい

向上に寄与している。 

また、鉄道整備には、膨大な資金と長期の建設期間を要するため、長期・固定・低利

の財政融資資金を投入することにより、資金調達コストの低減を図り、鉄道事業者の投

資環境の整備を図るとともに、低廉な運賃を通じて鉄道利用者の負担の軽減を図るもの



である。 

 

＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 

民鉄線に係る調達資金については、譲渡収入により鉄道事業者から長期割賦方式によ

り回収するシステムとしている。 

鉄道事業は、収支均衡までの期間が長期を要するものの、長期的には、経営は安定し、

収益は増大する構造を有しているため、運賃収入を返済原資とする鉄道事業者は、長期

分割払いにより過度の経営負担を強いられることのないような制度を基本としている

ことから、財政融資資金の償還は十分に確実なものと考える。 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

適正な事業費を把握するよう努めており、過去 3年間運用残額は生じていない。 

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 - 億円 - 億円 - 億円 

運用残率 - ％ - ％ - ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

特になし。 

 

  



財 投 機 関 債 に つ い て                    

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務を除く）】） 

 

１．令和７年度における財投機関債の発行内容 

 

令和 7 年度財投機関債の発行については、貸付線・譲渡線の借換資金として 271 億

円、発行形態は、令和 6年度と同様にコーポレート型での発行を予定している。 

 

（参考）令和 6年度における財投機関債の発行予定額・発行形態等 

令和 6 年度における財投機関債の発行予定額は 598 億円、発行形態はコーポレー

ト型での発行を予定している。 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務を除く）】） 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

令和 5年度決算の当期総損失は 2,567 百万円であり、主な当期損失要因は、減価償却

費によるものである。なお、全額、当期未処理損失として整理している。 

また、貸付料・譲渡収入等の資金回収は予定どおり行われ、金融機関等への債務につ

いても予定どおり返済された。 

(単位：百万円) 

※ 計数については単位未満四捨五入 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

○資産 

 流動資産        1,432,214 百万円  (1,506,917 百万円) 

 固定資産        7,162,285 百万円  (7,088,106 百万円) 

   計         8,594,500 百万円  (8,595,023 百万円) 

○負債及び純資産 

 流動負債          343,991 百万円   (306,457 百万円) 

 固定負債         7,283,755 百万円  (7,348,713 百万円) 

 法令に基づく引当金等   229,955 百万円   (212,142 百万円) 

 資本金           51,676 百万円    (51,676 百万円) 

 資本剰余金        673,205 百万円   (661,574 百万円) 

  利益剰余金                11,838 百万円    (14,405 百万円) 

 評価・換算差額等             81 百万円      (56 百万円) 

   計          8,594,500 百万円  (8,595,023 百万円) 

注( )は、期首残高である。 

科   目 予算額 決算額 
対予算額比 

差 額 率(%) 

業務経費 345,992 299,293 46,698 86.5% 

 新幹線建設費 287,378 247,305 40,073 86.1% 

 都市鉄道利便増進 

事業建設費 
8,232 6,875 1,357 83.5% 

 整備新幹線建設推進 

高度化等事業費 
1,849 975 874 52.7% 

海外業務費 1,220 6 1,214 0.5% 

鉄道施設 

被災調査支援活動費 
7 7 0 93.6% 

貸付鉄道施設 

附帯業務費 
47,305 44,125 3,180 93.3% 

受託経費 

鉄道建設受託業務費 
34,950 22,790 12,160 65.2% 



 

流動資産は、期首残高より 74,703 百万円減少している。主な要因は、割賦債権の

回収が進んだことに伴い、譲渡収入未収金が減少したことによるものである。 

 

固定資産は、期首残高より 74,179 百万円増加している。主な要因は、新幹線建設

工事の進ちょくによるものである。その他、北陸新幹線の開業による貸付に伴い、建

設仮勘定から構築物等への振替処理を行った。 

 

流動負債は、期首残高より 37,534 百万円増加している。主な要因は、消費税及び

地方消費税の納税額が増加したことに伴い、未払金が増加したことによるものであ

る。 

 

固定負債は、期首残高より 64,958 百万円減少している。主な要因は、有利子負債

の流動負債への振替によるものである。 

 

法令に基づく引当金等が期首残高より 17,812 百万円増加している。主な要因は、

賃貸収入と減価償却費との差額調整に伴う増加である。 

 

資本剰余金は、期首残高より 11,631 百万円増加している。主な要因は、北陸新幹

線の開業による貸付に伴い、建設仮勘定見返補助金等（土地相当分）を資本剰余金へ

振替えたことによるものである。 

 

（２）費用・収益の状況 

○費用 

 経常費用         310,266 百万円   (352,212 百万円) 

 臨時損失           895,076 百万円      (92 百万円) 

 当期総利益              - 百万円      (86 百万円) 

   計         1,205,342 百万円   (352,390 百万円) 

   

○収益 

 経常収益          307,753 百万円   (352,390 百万円) 

 臨時利益           895,021 百万円      (0 百万円) 

 当期総損失            2,567 百万円       (- 百万円) 

   計         1,205,342 百万円   (352,390 百万円) 

 注( )は、前年度決算額である。 

 

経常費用は、前年度決算額より 41,946 百万円減少している。主な要因は、会計基

準改訂に伴い鉄道施設譲渡原価が減少したことによるものである。 

 

臨時損失は、前年度決算額より 894,983 百万円増加している。主な要因は、会計基

準改訂に伴う鉄道施設譲渡原価一括計上が増加したことによるものである。 

 

経常収益は、前年度決算額より 44,637 百万円減少している。主な要因は、会計基

準改訂に伴い鉄道施設譲渡収入が減少したことによるものである。 

 

臨時利益は、前年度決算額より 895,021 百万円増加している。主な要因は、会計基

準改訂に伴う鉄道施設譲渡収入一括計上が増加したことによるものである。 

 



 

当期総損失 2,567 百万円に対し、行政コスト計算書は 1,206,031 百万円である。

行政コスト計算書の主な内訳は損益計算書上の費用 1,205,342 百万円とその他行政

コスト 689 百万円である。 

※ 計数については単位未満四捨五入 

 

 



令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務）】） 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 － － － －

(2)産業投資 15 10 5 50.0

うち 出　資 15 10 5 50.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

15 10 5 50.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 － － － －

(2)産業投資 27 12 15 128.5

うち 出　資 27 12 15 128.5

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

27 12 15 128.5

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

15 10 5

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

区　　分

 

資金計画 （単位：億円）

15 10 5

15 10 5

財政融資 － － －

産業投資 15 10 5

政府保証 － － －

－ － －自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務）】） 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

近年、海外高速鉄道案件が急増している中、我が国では整備新幹線の建設を独立行政

法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下、「機構」という。）が実施しているため、

民間事業者のみでは新幹線技術の海外展開を図ることが困難である。このため、機構

は、「海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律」に基づき、我が

国事業者の参入の促進を図る観点から、海外高速鉄道に関する調査、測量、設計、工事

管理、試験及び研究を行うとともに、これら事業を実施する者に対して、その事業の円

滑な実施に必要な資金の出資を行うこととされているところである。 

このように、法律上、機構の果たすべき役割分担が規定されており、機構の出資を通

じて民間事業者の事業への参入が促進されることで、民間資金の誘発効果が期待でき

る。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

機構による出資対象事業は、「海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関

する法律」により、新幹線鉄道の技術が活用され、又は活用されることが見込まれる海

外の高速鉄道に関する調査、測量、設計、工事管理、試験及び研究を行うことにより、

我が国事業者の参入が見込まれるものに限定されており、重点化・効率化が図られてい

る。また、国内の整備新幹線の建設は一元的に機構が担っているところであり、新幹線

鉄道に関して機構が有するノウハウは、他の主体が有しない独自のものである。さら

に、機構がこれらの事業を実施する者に対して出資を行うにあたっては、あらかじめ国

土交通大臣の認可を受けなければならないこととされており、民業補完性の確保が担保

されている。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

機構が出資を行った事業については、進捗状況や資金収支等のモニタリングを適切

に実施することにより、事業の効率的な実施が図られている。 

 

＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 

機構が出資を決定する際には、政策的必要性に加え、出資対象事業・関連する事業全



体・事業リスク等を総合的に勘案し、収益性が見込まれる場合に出資することとしてい

る。 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 
令和 7 年度要求は、出資対象事業の進捗状況等を見据えつつ要求金額を精査したも

のとなっている。 

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 32 億円 31 億円 12 億円 

運用残率 95.1 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

該当なし。 

 

  



産 業 投 資 に つ い て 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務）】） 

 

（事業名：海外高速鉄道事業の円滑な実施のための出資） 

 

１．産投事業の内容 

 

（１）具体的な事業内容 

海外の高速鉄道案件において調査、測量、設計、工事管理、試験及び研究を実施す

る者に対してその事業の円滑な実施に必要な資金を出資することにより、民間企業

と共同して、海外における新幹線技術を活用した高速鉄道の整備を推進する。 

 

（２）必要とする金額の考え方 

機構による出資対象事業体への出資に必要な額として、令和 7 年度においては 15

億円を要求している。 

 

（３）見込まれる収益 

長期的な収益性が見込まれる高速鉄道事業を実施する出資対象事業体からの配当

収入及び出資持分の売却収入が見込まれる。 

 

（４）民間資金の動員の蓋然性 

新幹線技術を活用した海外高速鉄道案件への参画については、民間事業者の関心

も高く、案件の発掘・形成段階から官民が連携して取り組んでいるところであり、民

間資金の動員の蓋然性は高いと考えられる。 

 

２．リスク管理体制 

 

出資を行うに当たっては、案件の組成を担う国際部とは別に審査部国際出資審査課

が、出資案件の審査を行う。具体的には、対象となる事業の政策的意義、収益性、リス

ク等について、国土交通大臣からの指導・助言等を受けつつ確認するとともに、外部有

識者から構成される第三者委員会の意見も聴取した上で、機構の理事会において出資の

意思決定を行った後、国土交通大臣の認可を受けることとしている。 

また、出資を行った事業については、審査部国際出資モニタリング課が、その進捗状

況や資金収支等を把握・評価するとともに、必要な場合には、国土交通省等と連携して、

事業の改善に向けた措置を講じることにより、出資金の毀損の回避を図る。また、事業

の進捗状況や資金収支等について、適時、理事会及び国土交通省に報告するなど、適切

にモニタリングを行うこととしている。 

 

   



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【建設勘定（海外業務）】） 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2024年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21日閣議決定）（抄） 

 

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現 

４．スタートアップのネットワーク形成や海外との連結性向上による社会課題への

対応 

（２）海外活力の取り込み 

（国際連携と対内・対外直接投資等の推進） 

貿易の拡大に向け、法令改正を含む国内基盤整備や貿易プラットフォームの活

用・データの標準化等により、貿易ＤＸを推進する。日本企業の海外展開を政府

一体で促進するため、現地の実情に応じた資金支援策等の周知、在外公館等を活

用した支援の強化、国際開発金融機関との連携を通じた現地企業との協調案件の

組成促進、2030年を見据えたインフラシステム海外展開戦略の見直し、国際標準

化に係る国家戦略の新規策定、租税条約ネットワークの拡充等に取り組む。 

 

 



令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【海事勘定】） 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 303 230 73 31.7

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

303 230 73 31.7

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 1,480 1,348 133 9.8

(2)産業投資 57 57 － 0.0

うち 出　資 57 57 － 0.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

1,537 1,405 133 9.4

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

434 329 105

217 106 111

217 223 △6

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

(内訳)

貨物船取得費

旅客船取得費

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

434 329 105

303 230 73

財政融資 303 230 73

産業投資 － － －

政府保証 － － －

131 99 32

財投機関債 － － －

民間借入金 100 60 40

業務収入 258 278 △20

その他 △227 △238 11

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【海事勘定】） 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

内航船舶の建造については、内航海運事業者の99％以上が中小企業で経営基盤が脆

弱であり、旅客航路事業者も燃油価格の上昇等の影響で厳しい経営環境となっている

ところ、船舶以外の担保をほとんど持たない中で、数億～数十億円に及ぶ高額な投資

を行うものであることから、民間金融機関がリスクを負いにくく、大半の事業者は民

間金融機関の融資だけでは船舶の代替建造は困難な状況となっている。 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下、「機構」という。）の船舶

共有建造制度は、船舶を建造する内航海運事業者及び旅客航路事業者（以下、「内航

海運事業者等」という。）に対して資金的・技術的支援を行うものである。特に、そ

の大多数が資力に乏しい内航海運事業者等は、船舶共有建造制度（建造後の船舶を機

構と事業者が共有）を利用することにより、船舶建造時に船舶以外に十分な担保を有

さなくとも、初期費用として事業者持分（5％～30％）のみの建造資金を確保すれば船

舶の建造が可能となることから、老朽化の進行が問題となっている船舶の代替建造を

促進するための政策ツールとして重要な役割を担っている。 

このような船舶共有建造制度を中長期的な内航海運業界の構造改革を促進するた

めの政策誘導ツールとして積極的に活用していくことが重要である。特に近年では、

内航海運のグリーン化、物流効率化、地域振興、船員雇用対策等が求められているこ

とから、これらの社会的要請に応えた優良な船舶の代替建造の促進が主要な政策課題

となっている。 

また、船舶共有建造制度は、資金的支援だけではなく、民間金融機関では行うこと

のできない船舶の建造及び保守管理に必要な技術的支援も行い、環境負荷低減、物流

効率化等に資する新技術を採用した船舶等の建造支援を通じ、政策目的に合致した船

舶の建造の促進に非常に大きな役割を果たしており、民間金融市場の補完として官民

の適切な役割分担がなされている。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 
令和7年度財政投融資要求に当たっては、引き続き、船舶共有建造制度の建造船舶の

対象を内航海運のグリーン化に資する船舶、物流効率化に資する船舶、地域振興に資
する船舶及び船員雇用対策に資する船舶等に重点化し、政策効果のより高い船舶の建
造を推進する。 

そのために、主に政策効果のより高い船舶の建造に対しては、内航海運事業者等

が機構に支払う船舶使用料のうち利息相当額を算出する利率について、政策要件に

応じた軽減措置を引き続き継続する。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業



の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 
船舶共有建造に必要な原資となる財政投融資の償還金財源は、内航海運事業者等か

ら回収する船舶使用料及び船舶売却金であるところ、未収金の発生防止、債権回収の
強化等を通じて、船舶使用料等の確実な回収に努めている。そのため、租税負担を生
じさせることなく政策意義の高い船舶の建造促進という政策を行うことが可能とな
っている。 
 

＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 

 
船舶共有建造制度は、厳格な審査の上で共有の相手方として決定した事業者と費用

を分担して船舶の建造を行うものであり、竣工と同時に持分割合に応じて登記し、当
該事業者に船舶全体を使用・管理させることを内容としている。機構は、分担した費
用について、確実性のある支払計画に基づき、当該船舶の共有期間（原則として耐用
年数）内に当該事業者から船舶使用料（減価償却費相当額及び利息相当額）として分
割回収するとともに、共有期間満了時に残存簿価（機構持分の1割相当額）を当該事業
者に譲渡することにより、全額回収することとなっている。 

しかしながら、バブル経済崩壊後の長期にわたる景気の低迷等により一部事業者の
船舶使用料等の支払いが滞り、多額の未収金が発生したこと等から、船舶勘定の財務
状況が急速に悪化し、平成15年度決算においては、283億円の債務超過を計上すること
となった。 

このため、機構と国土交通省は、海事勘定（旧船舶勘定）の厳しい財務状況を踏ま
え、平成16年12月、機構の業務内容の抜本的な見直しと財務状況の改善を図るため、
「内航海運効率化のための鉄道建設・運輸施設整備支援機構船舶勘定見直し方針」を
策定・公表した。 

平成17年度から平成21年度までの5年間を「重点集中改革期間」として位置づけ、同
方針に基づく措置を実施することにより、海事勘定の財務状況の健全化を進めた結
果、同方針が掲げた目標を達成した。重点集中改革期間後も機構の政策目的を踏まえ
つつ、引き続き財務改善を継続し、令和5年度決算においては約6億円の当期純利益を
計上しており、政策コストの抑制と償還確実性の向上が図られてきている。 

引き続き、未収金の発生防止、債権回収の強化等を通じて、船舶使用料等の確実な
回収に努めていることから、財政投融資の償還は確実であると考えている。 
 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和5年度の財投計画については、新型コロナウイルス感染拡大の影響の長期化、鋼

材価格や燃料油価格の高騰などによる建造計画の見直しが発生したこと等により、96億

円の実績となったところである。 

令和7年度の財投計画については、引き続き内航海運事業者等の資金需要に対応する

ため、303億円を要求することとした。また、令和7年度要求事業費については、貨物船

及び1千総トン未満の旅客船は、老朽船の船腹量に、代替建造率、機構依存率、総トン

数当たりの船価及び共有割合を乗じて算出し、1千総トン以上の旅客船は、個別に積算

を行った。 

 

 

 



 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 93 億円 80 億円 106 億円 

運用残率 29.1 ％ 32.8 ％ 47.7 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

特になし。 

 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 （機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【海事勘定】） 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

海事勘定の決算については、スプレッド収益の確保等により、当期総利益は615百万

円となった。このことにより、繰越欠損金が当期総利益と同額減少し、△19,538百万

円となった。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

資産の部 流動資産 12,594百万円 （  15,002百万円） 

 固定資産 187,114百万円 （ 200,974百万円） 

 計 199,708百万円 （ 215,976百万円） 

負債の部 流動負債 22,420百万円 （  27,408百万円） 

 固定負債 133,259百万円 （ 145,155百万円） 

 計 155,679百万円 （ 172,563百万円） 

純資産の部 資本金 63,567百万円 （  63,567百万円） 

 繰越欠損金 △19,538百万円 （△20,154百万円） 

 計 44,029百万円 （ 43,413百万円） 

   注：（ ）は前年度末決算額である。 

資産の部は、前年度末決算額より16,269百万円減少している。主な要因は、共有

船舶の共有期間満了や早期償還等の増加等により共有船舶が減少したためである。 

負債の部は、前年度末決算額より16,884百万円減少している。主な要因は、新規

借入金の減によるものである。 

純資産は、前年度末決算額より615百万円増加している。この要因は、当期総利益

の計上に伴う繰越欠損金の減によるものである。 

 

（２）費用・収益の状況 

費用の部 経常費用 24,567百万円 （25,064百万円） 

 臨時損失  ―百万円 （  ―百万円） 

 当期総利益 615百万円 （ 1,216百万円） 

 計 25,182百万円 （26,280百万円） 

収益の部 経常収益 25,182百万円 （26,191百万円） 

 臨時利益  0百万円 （   89百万円） 

 計 25,182百万円 （26,280百万円） 

注：（ ）は前年度末決算額である。 

経常費用は、前年度決算額より497百万円減少している。主な要因は、共有船舶に

関する減価償却費が減少したためである。 

経常収益は、前年度決算額より 1,009 百万円減少している。主な要因は、共有船

舶に関する船舶使用料収入が減少したためである。なお、行政コスト計算書におけ

る行政コストは、24,567 百万円であり、損益計算書上の費用合計と一致する。 

 



令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（地域公共交通融資）】) 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 125 102 23 22.5

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

125 102 23 22.5

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 216 108 108 100.6

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

216 108 108 100.6

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

125 102 23

(内訳)
125 102 23

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

地域公共交通融資

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

125 102 23

125 102 23

財政融資 125 102 23

産業投資 － － －

政府保証 － － －

－ － －

運営費交付金 0 0 △0

業務収入 18 12 6

その他 △18 △12 △6

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（地域公共交通融資）】) 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

地域公共交通の DX・GX に向けた設備投資は、主要な設備の刷新を伴うこと等から、

長期・多額・大規模なものになり得、民間金融のみでは資金を賄うことが困難なおそれ

があることから、財政投融資を活用した金融支援を行うものである。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

民間金融機関を補完するものであること、融資に関しては総事業費の 50％を超えな

いものとすることとしており、官民の適切な役割分担がなされている。 

  

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

地域公共交通の DX・GX に向けた設備投資のうちでも中長期的に収益性が期待できる

ようなものについては、補助金による支援ではなく、財政融資による支援を行うこと

で、財政負担の抑制を図りつつ、地域の多様な資金ニーズへの対応を図りながら、地域

公共交通の DX・GX による利便性向上と経営力強化を効果的に進めることが可能となる。 

 
＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 

地域公共交通の DX・GX に向けた設備投資の全てを対象とするのではなく、地方公共

団体が策定した地域公共交通計画に位置づけられた事業のうち、国土交通大臣が認定し

た事業に対象を限定することに加え、担保設定等の債権保全や専門人材の増強等による

機構の審査体制の強化、外部有識者からなる第三者委員会のチェック等により償還確実

性が見込める事業に限定する。 

さらに、継続的なモニタリングを通じて償還確実性の担保を図る。 

 
＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和 7年度の要求は、具体的に見込まれる資金需要を勘案し、要求金額を精査したも



のとなっている。 

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 - 億円 - 億円 56.22 億円 

運用残率 - ％ - ％ 89.2 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（地域公共交通融資）】) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2024年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和 6年 6月 21 日閣議決定）（抄） 

 

第 2 章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現  

5．地方創生及び地域における社会課題への対応 

（3）地方活性化及び交流の拡大 

（持続可能で活力ある国土の形成と交通の「リ・デザイン」） 

持続可能な地域づくりに向け、都市の再生・国際競争力強化や人中心のコンパク

トで緑豊かなまちづくり等に取り組むとともに、ネイチャーポジティブ（自然再

興）の実現に向けた地域活動、グリーンインフラ等を推進する。地域公共交通につ

いて、交通 DX・GX、多様な関係者との連携・協働、ローカル鉄道の再構築、路線

バスの活性化、自家用有償旅客運送を含む地域の自家用車や一般ドライバーの活

用など「リ・デザイン」の取組を加速化し、省力化の促進、担い手の確保等に取り

組む。デジタル田園都市国家構想の実現にも資する幹線鉄道の地域の実情に応じ

た高機能化に関し、更なる取組を進める。また、地域の持続性にも直結する課題で

ある買物環境の確保について、地域の実情に応じた買物拠点施設の整備を含め、地

方公共団体の主体的な取組を支援するとともに、優良事例の周知・横展開を行う。 

 

 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（地域公共交通融資）】) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

地域公共交通等勘定（地域公共交通出資等業務）においては、令和 5年度に地域公共

交通融資、都市鉄道融資及び物流融資を実施したが、産投出資を原資とする出資につい

ては実績がない。 

令和 5年度決算では、当期総利益が 66 百万円となったが、利益の生じた主な要因は、

貸付管理費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分である。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

○ 資産  流動資産      1,541百万円（    809百万円） 

        固定資産   330,107百万円（320,966百万円） 

          計    331,647百万円（321,775百万円） 

  ○ 負債  流動負債      1,475百万円（    781百万円） 

        固定負債   330,106百万円（320,965百万円） 

          計    331,581百万円（321,747百万円） 

 ○ 純資産 利益剰余金       66百万円（     28百万円） 

          計         66百万円（     28百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

    ※（ ）は前年度決算額である。 

    ※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

流動資産は、前年度決算額より 732 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道融

資に係る 1年以内回収予定長期貸付金が増加したためである。 

固定資産は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る長期貸付金が増加したためである。 

流動負債は、前年度決算額より 694 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道融

資に係る 1年以内返済予定長期借入金が増加したためである。 

固定負債は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る長期借入金が増加したためである。 

利益剰余金は、前年度決算額より 38 百万円増加している。主な要因は、貸付管理

費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分による当期利益の計

上によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）費用・収益の状況 

○ 費用  経常費用   3,793百万円（832百万円） 

        臨時損失     －百万円（ －百万円） 

        当期総利益    66百万円（ 26百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

  ○ 収益  経常収益   3,859百万円（858百万円） 

        臨時利益      0百万円（ －百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

※（ ）は前年度決算額である。 

※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

経常費用は、前年度決算より 2,961 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道融

資に係る支払利息が増加したためである。 

経常収益は、前年度決算より 3,001 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道融

資に係る貸付金利息収入が増加したためである。 

なお、行政コスト計算書の行政コストは 3,793 百万円であり、損益計算書上の費

用合計と一致する。 

※行政コストについても地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」

の決算部分を抽出記載している。 

 

 

 

 



 
令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（出資）】) 

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 － － － －

(2)産業投資 10 － 10 皆増

うち 出　資 10 － 10 皆増

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

10 － 10 皆増

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 － － － －

(2)産業投資 10 － 10 皆増

うち 出　資 10 － 10 皆増

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

10 － 10 皆増

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

10 － 10

(内訳)
10 － 10

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

地域公共交通出資

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

10 － 10

10 － 10

財政融資 － － －

産業投資 10 － 10

政府保証 － － －

－ － －

運営費交付金 0 － 0

その他 △0 － △0

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（出資）】)

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

人口減少、超高齢化が深刻化している中、それぞれの地域がその特色を生かした個性

あふれる地方の創生は、わが国の最重要課題である。 

地域公共交通ネットワークの再構築は、地域住民の日常生活の移動手段の確保のみ

ならず、内外の交流の拡大に寄与するものであり、「交通政策基本計画（令和 3年 5月

28日閣議決定）」に掲げられている「基本的方針 A．誰もが、より快適で容易に移動で

きる、生活に必要不可欠な交通の維持・確保」のうち、「目標②まちづくりと連携した

地域構造のコンパクト・プラス・ネットワーク化の推進」を実現するための中核となる

施策である。 

また、令和 5年の地域交通法改正において、交通事業者の利便性・持続可能性・生産

性を高めるため、道路運送高度化事業の拡充等を行い、交通 DX・GX を推進していくこ

ととしている。 

こうした取組みを後押しするため、設備投資を積極的に行うことを通じ、中長期的に

収益性が期待できる場合は、公的資金の有効活用という観点から、従来からの補助金等

よりも産業投資が有用な場合も想定される。 

そこで、地域公共交通のネットワーク再編・利便性向上等を対象に、産業投資の活用

を図ることで、支援策を多様化し、地域の実情に即した地域公共交通ネットワークの再

構築や交通 DX・GX の取組みを後押しするための仕組みの充実を図ることが適当である

ことから、地域公共交通活性化再生法による国土交通大臣の認定を受けた地域公共交通

利便増進実施計画等に基づく事業を実施する事業者に対し、機構が出資及び貸付けを行

うことができる制度を設けている。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

地域公共交通のネットワーク再編・利便性向上等に資する設備投資等は、多額の資金

需要が生ずるが、需要に関するリスクを内在していることに加え、短期的な収益性が期

待し難いことから、民間だけでは十分な資金調達ができず、適切な資源配分がなされな

いおそれがある。 

このため、産業投資を活用し、民間では担えないリスクを負担し、官民の適切な役割

分担の下で、地域公共交通ネットワークの再構築や交通 DX・GX の取組みを後押しする

仕組みの充実を図ることが適当である。 

また、民業補完性に配慮し、出資及び貸付けを行う際の国と地方公共団体等の出資比

率は、個別案件毎の事情を踏まえ判断していく。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 



地域公共交通のネットワーク再編・利便性向上等に資する、設備投資等において、中

長期的に収益性が期待できるようなものについては、補助金による支援ではなく、民間

事業者を含む地域の側にも応分の負担とリスクを求めた形での産業投資による支援を

行うことで、財政負担の抑制を図りつつ、地域の多様な資金ニーズへの対応を図りなが

ら、地域公共交通ネットワークの再構築や交通 DX・GX の取組みを効果的に進めること

が可能となる。 

 

＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 

地域公共交通活性化再生法の枠組み等を活用し、中長期的に収益性が見込まれるプ

ロジェクトを対象とすることにより、当該事業からの配当収入及び出資持分の売却収入

を想定しており、収益可能性を有すると見込まれる。 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

これまで産投出資の実績はない。 

令和 7年度の要求は、具体的に見込まれる資金需要を勘案し、要求金額を精査したも

のとなっている。  

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 - 億円 - 億円 0 億円 

運用残率 - ％ - ％ 100.0 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

特になし。 

 

 

 

  



産 業 投 資 に つ い て 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（出資）】) 

 

（事業名：地域公共交通出融資） 

 

１．産投事業の内容 

 

（１）具体的な事業内容 

機構は、地域公共交通活性化再生法による国土交通大臣の認定を受けた地域公共

交通利便増進実施計画等に基づく事業を実施する事業者に対し、出資及び貸付けを

行い、公共交通機関の設備投資を積極的に行い得る環境を整備し、地域公共交通ネッ

トワークの再構築や交通 DX・GXの取組みを後押しする。 

 

（２）必要とする金額の考え方 

機構による支援対象事業者への出資に必要な額として、令和 7 年度においては財

政投融資（産業投資）から 10億円を要求する。 

 

（３）見込まれる収益 

地域公共交通活性化再生法の枠組み等を活用し、長期的に収益性が見込まれる事

業を対象とすることにより、当該事業からの配当収入及び出資持分の売却収入を想

定しており、出資額を上回る回収が見込まれる。 

 

（４）民間資金の動員の蓋然性 

民間交通事業者が支援対象事業者に対して出資を行うことを予定しているほか、

機構が国土交通大臣の認可を受けて定める業務基準において民業補完性への配慮を

明記している。 

 

２．リスク管理体制 

 

機構は、国土交通大臣の認可を受けて定める業務基準に従い、出資を行うか否かの決

定に際し、当該リスクを適正に評価し、長期的な収益性が見込まれること等を確認す

る。また、出資を行った事業の進捗状況を適切に把握・評価しつつ、出資資金の効率的

使用及び適切な回収を図る。 

なお、出資を行うか否かの決定、出資を行った事業の進捗状況の把握・評価の結果及

び機構が保有する出資持分の処分に関しては、外部有識者から構成される第三者委員会

の意見を聴取することとしている。 

 

 

 

 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（出資）】) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2024年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和 6年 6月 21日閣議決定）（抄） 

 

第 2章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現  

5．地方創生及び地域における社会課題への対応 

（3）地方活性化及び交流の拡大 

（持続可能で活力ある国土の形成と交通の「リ・デザイン」） 

持続可能な地域づくりに向け、都市の再生・国際競争力強化や人中心のコンパク

トで緑豊かなまちづくり等に取り組むとともに、ネイチャーポジティブ（自然再

興）の実現に向けた地域活動、グリーンインフラ等を推進する。地域公共交通につ

いて、交通 DX・GX、多様な関係者との連携・協働、ローカル鉄道の再構築、路線

バスの活性化、自家用有償旅客運送を含む地域の自家用車や一般ドライバーの活

用など「リ・デザイン」の取組を加速化し、省力化の促進、担い手の確保等に取り

組む。デジタル田園都市国家構想の実現にも資する幹線鉄道の地域の実情に応じ

た高機能化に関し、更なる取組を進める。また、地域の持続性にも直結する課題で

ある買物環境の確保について、地域の実情に応じた買物拠点施設の整備を含め、地

方公共団体の主体的な取組を支援するとともに、優良事例の周知・横展開を行う。 

 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（出資）】) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

地域公共交通等勘定（地域公共交通出資等業務）においては、令和 5 年度に地域公共

交通融資、都市鉄道融資及び物流融資を実施したが、産投出資を原資とする出資につい

ては実績がない。 

令和 5年度決算では、当期総利益が 66百万円となったが、利益の生じた主な要因は、

貸付管理費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分である。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

○ 資産  流動資産      1,541百万円（    809百万円） 

        固定資産   330,107百万円（320,966百万円） 

          計    331,647百万円（321,775百万円） 

  ○ 負債  流動負債      1,475百万円（    781百万円） 

        固定負債   330,106百万円（320,965百万円） 

          計    331,581百万円（321,747百万円） 

 ○ 純資産 利益剰余金       66百万円（     28百万円） 

          計         66百万円（     28百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

※（ ）は前年度決算額である。 

    ※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

流動資産は、前年度決算額より 732 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る 1年以内回収予定長期貸付金が増加したためである。 

固定資産は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄

道融資に係る長期貸付金が増加したためである。 

流動負債は、前年度決算額より 694 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る 1年以内返済予定長期借入金が増加したためである。 

固定負債は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄

道融資に係る長期借入金が増加したためである。 

利益剰余金は、前年度決算額より 38百万円増加している。主な要因は、貸付管理

費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分による当期利益の計

上によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）費用・収益の状況 

○ 費用  経常費用   3,793百万円（832百万円） 

        臨時損失     －百万円（ －百万円） 

        当期総利益    66百万円（ 26百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

  ○ 収益  経常収益   3,859百万円（858百万円） 

        臨時利益      0百万円（ －百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

※（ ）は前年度決算額である。 

※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

経常費用は、前年度決算より 2,961 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る支払利息が増加したためである。 

経常収益は、前年度決算より 3,001 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る貸付金利息収入が増加したためである。 

なお、行政コスト計算書の行政コストは 3,793 百万円であり、損益計算書上の費

用合計と一致する。 

※行政コストについても地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」

の決算部分を抽出記載している。 

 

 

 

 

 



令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（都市鉄道融資）】) 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 0 132 △132 △ 99.9

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

0 132 △132 △ 99.9

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 3,396 3,408 △12 △ 0.3

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

3,396 3,408 △12 △ 0.3

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

0 132 △132

(内訳)
0 132 △132

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

都市鉄道融資

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

0 132 △132

0 132 △132

財政融資 0 132 △132

産業投資 － － －

政府保証 － － －

－ － －

業務収入 53 52 1

その他 △53 △52 △1

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

(機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（都市鉄道融資）】) 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

都市鉄道の整備は大都市圏の通勤・通学時の混雑緩和、高齢化社会や環境問題への対

応、鉄道利用者の利便性や快適性の向上を図るものであり、これらは鉄道交通網整備の

一環として、都市機能の向上に寄与するものである。都市鉄道の整備に必要な資金に長

期・固定・低利の財投を活用することで、都市鉄道の着実な整備と安定的な輸送サービ

スの提供が可能となる。 

 
＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

都市鉄道をはじめとした鉄道整備については事業期間が長期にわたるとともに、多

額の資金が必要となることから、民間では長期固定金利での資金供給は困難である。 

  

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

補助金による支援のみではなく、財政融資による支援も行うことで、財政負担の抑制

が図られる。また、長期・固定・低利の融資を実行することで、都市鉄道の整備主体は

安定的に資金を調達することができ、着実な整備と開業後の安定的な輸送サービスの提

供が可能となる。 

 
＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 

今回活用を想定している都市鉄道整備については、国際競争力強化の拠点である新

宿、渋谷、池袋等と羽田空港とのアクセス利便性の向上を図ることにより、増加するイ

ンバウンド旅客の利用も想定されるとともに、日常的な通勤・通学目的での利用も想定

され、収支採算性が見込めることから償還確実性を有している。 

 
＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和 7年度の要求は、具体的に見込まれる資金需要を勘案し、要求金額を精査したも



のとなっている。 

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 0.8 億円 1.05 億円 5.33 億円 

運用残率 1.4 ％ 0.05 ％ 6.1 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（都市鉄道融資）】) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2024年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和 6年 6月 21日閣議決定）（抄） 

 

第 2章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現  

5．地方創生及び地域における社会課題への対応 

（3）地方活性化及び交流の拡大 

（持続可能で活力ある国土の形成と交通の「リ・デザイン」） 

我が国の国際競争力強化のため、高規格道路、整備新幹線、リニア中央新幹線、

都市鉄道、港湾、空港等の物流・人流ネットワークの早期整備・活用、モーダルコ

ネクトの強化、航空・海運ネットワークの維持・活性化、造船業の競争力強化等

を推進するとともに、担い手の確保・育成に取り組む。 

 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（都市鉄道融資）】) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

地域公共交通等勘定（地域公共交通出資等業務）においては、令和 5 年度に地域公共

交通融資、都市鉄道融資及び物流融資を実施したが、産投出資を原資とする出資につい

ては実績がない。 

令和 5年度決算では、当期総利益が 66百万円となったが、利益の生じた主な要因は、

貸付管理費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分である。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

○ 資産  流動資産      1,541百万円（    809百万円） 

        固定資産   330,107百万円（320,966百万円） 

          計    331,647百万円（321,775百万円） 

  ○ 負債  流動負債      1,475百万円（    781百万円） 

        固定負債   330,106百万円（320,965百万円） 

          計    331,581百万円（321,747百万円） 

 ○ 純資産 利益剰余金       66百万円（     28百万円） 

          計         66百万円（     28百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

    ※（ ）は前年度決算額である。 

    ※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

流動資産は、前年度決算額より 732 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る 1年以内回収予定長期貸付金が増加したためである。 

固定資産は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄

道融資に係る長期貸付金が増加したためである。 

流動負債は、前年度決算額より 694 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る 1年以内返済予定長期借入金が増加したためである。 

固定負債は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄

道融資に係る長期借入金が増加したためである。 

利益剰余金は、前年度決算額より 38百万円増加している。主な要因は、貸付管理

費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分による当期利益の計

上によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）費用・収益の状況 

○ 費用  経常費用   3,793百万円（832百万円） 

        臨時損失     －百万円（ －百万円） 

        当期総利益    66百万円（ 26百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

  ○ 収益  経常収益   3,859百万円（858百万円） 

        臨時利益      0百万円（ －百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

※（ ）は前年度決算額である。 

※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

経常費用は、前年度決算より 2,961 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る支払利息が増加したためである。 

経常収益は、前年度決算より 3,001 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る貸付金利息収入が増加したためである。 

なお、行政コスト計算書の行政コストは 3,793 百万円であり、損益計算書上の費

用合計と一致する。 

※行政コストについても地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」

の決算部分を抽出記載している。 

 

 

 

 



令和６年８月３０日 

 

令和７年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（物流出融資）】）  

 

１．令和７年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 160 112 48 42.9

(2)産業投資 10 10 － 0.0

うち 出　資 10 10 － 0.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

170 122 48 39.3

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 442 325 117 35.9

(2)産業投資 20 10 10 100.0

うち 出　資 20 10 10 100.0

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

462 335 127 37.8

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和７年度末
残高（見込）

令和６年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

170 122 48

160 112 48

10 10 －

令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

(内訳)

物流出資

物流融資

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

170 122 48

170 122 48

財政融資 160 112 48

産業投資 10 10 －

政府保証 － － －

－ － －

運営費交付金 0 0 △0

業務収入 48 30 18

その他 △48 △30 △18

自己資金等

区　　分
令和７年度
要   求   額

令和６年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（物流出融資）】）  

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

物流施設又は物流 DX・物流 GX関連設備は長期の投資回収期間が必要とされており、

民間分野だけでは十分な資金調達が困難である。 

このため、官民の適切な役割分担の下で、物流施設又は物流 DX・物流 GX 関連設備の

新設、更新、機能強化等において長期かつ安定的な資金調達を可能とする措置を講ずる

ことが適当である。 

 
＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

輸送の合理化や省人化、環境負荷の低減等、政策的意義の大きい物流施設又は物流 DX

・物流 GX 関連設備に対して、民間金融機関では対応が難しい長期貸付・低金利の融資

や出資を提供することにより、投資回収期間の長い施設等の整備の促進を図るものであ

る。 

また、財投機関からの出融資額を総事業費に係る民間からの調達分の合計を上回ら

ないように限定するとともに、民間金融機関と協調した出融資を前提とすることで、民

間の参画機会も十分に確保する。 

 
＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

物流施設又は物流 DX・物流 GX 関連設備の整備については、従来から物流総合効率化

法に基づく計画認定等により支援してきたが、長期的な収益性と償還確実性が期待でき

るものは、民間金融機関と協調した財政出融資による支援を行うことで、財政負担の抑

制を図りつつ、資金ニーズへの対応を図りながら、物流施設又は物流 DX・物流 GX関連

設備の新設、更新、機能強化等を更に効果的に進めることが可能となる。 

 

＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 
 

物流総合効率化法の枠組みを活用し、長期的に収益性が見込まれる事業を対象とす

ることにより、当該事業からの安定的な収入を獲得することが期待できるため、償還確

実性は高いと見込まれる。 

 
＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を



財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和 7 年度の要求は、具体的に見込まれる資金需要を勘案し、要求金額を精査したも

のとなっている。 

 

（参考：過去 3 カ年の財政投融資の運用残額） 

 3年度 4年度 5年度 

運用残額 5 億円 - 億円 9 億円 

運用残率 100.0 ％ - ％ 4.0 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

特になし。 

 

  



産 業 投 資 に つ い て 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（物流出融資）】）  

 

（事業名：物流施設及び物流DX・GX設備導入事業） 

１．産投事業の内容 

 

（１）具体的な事業内容 

物流施設の整備や物流 DX・GX関連設備の導入を通じ、物流の効率化及び環境負荷

の低減を図り、輸送力不足やカーボンニュートラルといった物流の課題を解消する。 

 

（２）必要とする金額の考え方 

機構による支援対象事業者への出資に必要な額として、令和 7 年度においては財

政投融資（産業投資）から 10億円を要求する。 

 

（３）見込まれる収益 

物流総合効率化法の枠組み等を活用し、長期的に収益性が見込まれるプロジェク

トを支援対象とした上で、当該プロジェクトからの配当収入及び出資持分の売却収

入を想定しており、出資額を上回る回収が見込まれる。 

 

（４）民間資金の動員の蓋然性 

国の出資とともに、物流事業者・荷主企業、金融機関を含む多様な業種の企業が参

画することを想定している。 

 

２．リスク管理体制 

 

国土交通大臣が認定した事業に対象を限定することに加え、出資を行うか否かの決

定に際し、当該リスクを適正に評価し、長期的な収益性が見込まれること等を確認し、

また、出資を行った事業の進捗状況を適切に把握・評価しつつ、出資資金の効率的使用

及び適切な回収を図る。 

なお、出資を行うか否かの決定、出資を行った事業の進捗状況の把握・評価の結果及

び機構が保有する出資持分の処分に関しては、外部有識者の意見聴取等の対応を行う。 

 

  

 

 

 

 

 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（物流出融資）】）  

 

「経済財政運営と改革の基本方針2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2024年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和 6年 6月 21日閣議決定）（抄） 

 

第 2章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現  

3．投資の拡大及び革新技術の社会実装による社会課題への対応 

（1）DX 

（交通・物流 DX） 

物流の効率化に向け、ダブル連結トラック対象路線拡充や自動運転トラック、

自動配送ロボット、自動倉庫等の実装、手続電子化等を推進する。物流危機の抜

本的解決に資する自動物流道路について、我が国最大の大動脈である東京－大阪

間を念頭に具体的な想定ルートの選定を含め基本枠組みを夏頃に取りまとめ、早

期に社会実験に向けた準備に着手し、10年後を目途に先行ルートでの実現を目指

す。自動運航船の 2030年頃までの実現を目指す。 

 

5．地方創生及び地域における社会課題への対応 

（3）地方活性化及び交流の拡大 

（持続可能で活力ある国土の形成と交通の「リ・デザイン」） 

物流の持続的成長を図るため、物流拠点・ネットワークの機能強化、モーダル

シフトや 物流 DX・標準化等による効率化、商慣行の是正、荷主・消費者の行動変

容、改正物流法等の執行体制の構築等の抜本的・総合的な対策を一体的に進める。 

 

 

  



５ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

（機関名：独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構【地域公共交通等勘定（物流出融資）】）  

 

１．決算についての総合的な評価 

 

地域公共交通等勘定（地域公共交通出資等業務）においては、令和 5 年度に地域公共

交通融資、都市鉄道融資及び物流融資を実施したが、産投出資を原資とする出資につい

ては実績がない。 

令和 5年度決算では、当期総利益が 66百万円となったが、利益の生じた主な要因は、

貸付管理費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分である。 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

○ 資産  流動資産      1,541百万円（    809百万円） 

        固定資産   330,107百万円（320,966百万円） 

          計    331,647百万円（321,775百万円） 

  ○ 負債  流動負債      1,475百万円（    781百万円） 

        固定負債   330,106百万円（320,965百万円） 

          計    331,581百万円（321,747百万円） 

 ○ 純資産 利益剰余金       66百万円（     28百万円） 

          計         66百万円（     28百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

    ※（ ）は前年度決算額である。 

    ※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

流動資産は、前年度決算額より 732 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る 1年以内回収予定長期貸付金が増加したためである。 

固定資産は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄

道融資に係る長期貸付金が増加したためである。 

流動負債は、前年度決算額より 694 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る 1年以内返済予定長期借入金が増加したためである。 

固定負債は、前年度決算額より 9,141 百万円増加している。主な要因は、都市鉄

道融資に係る長期借入金が増加したためである。 

利益剰余金は、前年度決算額より 38百万円増加している。主な要因は、貸付管理

費収入及び運営費交付金収益に対する一般管理費等の未執行分による当期利益の計

上によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）費用・収益の状況 

○ 費用  経常費用   3,793百万円（832百万円） 

        臨時損失     －百万円（ －百万円） 

        当期総利益    66百万円（ 26百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

  ○ 収益  経常収益   3,859百万円（858百万円） 

        臨時利益      0百万円（ －百万円） 

          計    3,859百万円（858百万円） 

※地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」の決算部分を抽出記載

している。 

※（ ）は前年度決算額である。 

※単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

経常費用は、前年度決算より 2,961 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る支払利息が増加したためである。 

経常収益は、前年度決算より 3,001 百万円増加している。主な要因は、都市鉄道

融資に係る貸付金利息収入が増加したためである。 

なお、行政コスト計算書の行政コストは 3,793 百万円であり、損益計算書上の費

用合計と一致する。 

※行政コストについても地域公共交通等勘定のうち、財政投融資が関係する「地域公共交通出資等業務」

の決算部分を抽出記載している。 

 

 

 

 




